
 

令和４年度事業報告書 

（令和4年6月1日から令和5年5月31日まで） 

 

 ３年以上に渡り社会・経済活動に大きな制約を与えた新型コロナウイルスについては、令和５年５月に

入り感染症法上の分類が季節性インフルエンザ並みの「５類」に引き下げられるなど感染やその影響は収

まりつつあります。また、ロシアによるウクライナへの侵略や円安の進行などにより、エネルギーや食糧価

格をはじめ様々な物価に値上げの動きが見られますが、木材についてはウッドショック以前の価格水準に

戻ってきており、林業・木材産業界の事業環境は再び厳しくなっています。 

国においては、全国の関係団体が一致協力して要望活動を行った結果、令和５年度当初予算と「防災・減

災、国土強靭化のための５か年加速化対策」に基づく令和４年度補正予算を合わせた林野公共予算額は、林

野庁が目標とした２,６００億円を上回りました。 

三重県では、三重の未来を切り拓くための実行予算として過去最大となる令和５年度当初予算が編成さ

れました。森林・林業・木材産業関連では「カーボンニュートラルの実現に向けた林業の振興と森林づく

り」として、林業GXの推進や県産材利用促進の事業が新設・拡充されました。当協会が継続を要望してい

るみえ森と緑の県民税制度については、令和６年４月から始まる第三期の中間案が議論される段階になり

ました。 

森林環境譲与税及び森林経営管理法を活用した取組は４年目となり、国から譲与税の具体的な使途事例

が示されたので当協会も県とともに市町に働きかけを行い、県内市町全体では、譲与された額以上の事業

が予算化されました。 

また、近年、頻発している線状降水帯による豪雨や台風等による自然災害は、幸いにも三重県内では大き

な被害が発生しませんでした。 

 

令和４年度の具体的な取組としては、国の予算協議の動向を情報収集しつつ、「２０２２治山・林道のつ

どい」に参加するなど中央団体と連携して県選出の国会議員に対して予算確保等について要望を行いまし

た。三重県に対しては、各市町、団体からの提案・要望を取りまとめて、みえ森と緑の県民税制度の継続、

森林整備及び路網整備、治山事業、木材の安定供給及び需要拡大、人材育成、森林環境譲与税等に関する提

案・要望を行いました。 

また、令和４年度も県から市町森林経営管理支援業務を受託し、アドバイザー６名を県の地域機関に駐

在配置した「みえ森林経営管理支援センター」を設置して、森林経営管理制度や譲与税の事業化に向けたア

ドバイスを行うなど市町の取組を支援しました。令和６年度から始まる税徴収に向け、国民の理解が得ら

れる取組になるよう引き続き市町をサポートすることが必要となっています。このほか、森林セミナーの

開催、福井県への先進地視察研修、国・県の予算情報等を掲載した会報誌「かけはし」の発行、治山林道工

事コンクール、功績者の表彰などを実施しました。  



１．調査・研修事業 

(1)  講演会の開催 

令和４年８月19日、津市において森林総合研究所の研究ディレクター正木隆氏を講師に迎え三重県

林業技術普及協会と共催し森林づくり講演会2022を開催しました。 

77名の参加者(web参加含む)が「森づくりの原理・原則～自然法則に学ぶ合理的な森づくり～」を

テーマとする正木氏のお話を伺いました。 

(2)  森林セミナーの開催 

令和５年４月 17日、津市において「森林セミナー」を開催し、会員市町、林業団体等から 52名の

参加がありました。三重県農林水産部森林・林業分野の幹部職員から令和５年度の森林・林業施策や

予算、主要事業等について説明していただきました。 

(3) 先進地視察研修会の開催 

   令和４年10月24日から25日にかけて福井県池田町及び坂井森林組合（あわら市）を訪問する先進

地研修会を19名の参加により実施しました。池田町では同町が取組む木望の森100年プロジェクトの

説明を受けた後、森林サービス産業施設や木育施設を見学し、坂井森林組合では森林環境譲与税を活

用した取組の説明を受けるほか木質バイオマス施設を見学しました。 

 

２．啓発・提言事業 

(1)  森林・林業等の情報発信及び各種宣伝 

① ホームページや新聞等を活用し情報の発信に努めたほか、森林整備等に関する問い合わせ、相談等

に適時対応しました。 

② 木育を推進する取組として、県内で開催された種々の催しの要請に応じて、木製玩具を貸し出しま

した（３回貸出）。 

(2)  会報誌「かけはし」等の発行 

① 森林協会会報誌「かけはし」第55号（令和５度当初予算特集）を発行し、会員及び関係機関等に配

布しました。 

② 当協会、三重県林業技術普及協会、三重県森林組合連合会、三重県木材組合連合会の４団体による

森林・林業広報誌「三重の林業」を６回発行し、会員及び関係機関等に配布しました。 

(3)  意見交換会の開催等 

① 令和４年６月29日、「三重県農林水産部幹部職員と森林協会役員との意見交換会」を開催しました。

県幹部の方から「令和４年度森林・林業施策」、「みえ森林・林業アカデミー」、「森林環境譲与税」、「み

え森と緑の県民税」、「林道事業」、「獣害被害・対策」について情報提供をいただき、幅広く意見交換

を行いました。 

② 各市町から令和５年度の県予算編成に向けて提案・要望事項を提出していただき、その内容につい

て議論を深めるため９月７日に県の担当班長と各市町担当者との意見交換会を開催しました。 

(4)  提案・要望活動の実施 

① 令和４年８月23日に開催された自由民主党三重県支部連合会の要望聴き取り会において、令和５

年度国・県の政策・予算に関する要望として「みえ森と緑の県民税制度の継続」等について、河上会

長から説明しました。 



② 各市町から提案・要望をいただき市町と県の担当者で意見交換した後、「令和５年度県予算編成等に

向けた森林・林業政策提案・要望書」として取りまとめ、令和４年 10月 12日に河上会長及び尾上副

会長から更屋三重県農林水産部長へ提出し要望活動を行いました。 

③ 令和４年度の近畿治山林道協会連絡協議会総会（書面決議）において取りまとめた近畿７府県の提

案・要望事項について、令和４年 11月 16日に前田専務理事から三重県選出国会議員（９名）に対し

て要望書を提出しました。 

④ 令和４年 11月 16日、三重県選出国会議員（９名）に対し、全国治山林道協会長会議において決議

された「令和５年度当初予算の確保と令和４年度補正予算に関する要望」を提出しました。 

⑤ 令和４年11月16日に東京都で開催された「2022治山・林道のつどい」において決議された林野公

共事業予算の拡充について、三重県選出国会議員（９名）に対し決議書を提出しました。 

⑥ 令和５年１月17日、三重県林業団体連絡協議会が主催して開催された「知事との森林トーク」に

河上会長が出席し、同協議会の会長として各団体の提案・要望を総括するとともに「みえ森と緑の県

民税制度の継続」を要望しました。 

(5)  治山・林道工事コンクール等の開催 

治山・林道工事の施工技術の向上等を図るため、令和４年度治山林道工事・治山林道木材使用工

事・林道維持管理コンクールを実施し、以下の方（敬称略）が受賞されました。 

① 治山工事コンクール 

◇農林水産大臣賞 

株式会社三栄建設 代表取締役 出口正文  

工事名：令和２年度復旧治山工事第９号工事（アソ谷） 

施工場所：多気郡大台町 薗 字アソ谷地内 

(6)  功績者の表彰 

本県林業・木材産業等の振興及び技術の改善・向上に功績顕著な方々を毎年表彰しており、令和４

年７月27日に開催した令和４年度定時総会において、以下の方々（敬称略）に表彰状を授与しまし

た。 

◇三重県知事賞 

亀井 利克 名張市 

小山  巧  南伊勢町 

◇三重県森林協会長賞 

        岡本 あゆみ 三重県治山林道課 

山口 郷彬  三重県熊野農林事務所 

(7)  林業関係予算資料、参考図書の配布 

中央協会発行の「治山林道広報」等の印刷物、参考図書を会員並びに関係機関に配布しました。 

 

３．助言・支援事業 

  三重県から市町森林経営管理支援業務を受託し、アドバイザー６名を駐在配置（林業会館、四日市、

津、松阪、伊勢、尾鷲）した「みえ森林経営管理支援センター」を設置して、市町が取組む森林経営管理

法や森林環境譲与税関連の業務を支援しました。 



(1)  経営管理意向調査や森林経営管理権集積計画に対する支援 

    森林経営管理法に基づいた意向調査や経営管理権を取得するための集積計画作成業務を支援するた

め、県地域機関と連携して各市町を巡回支援（延べ519回）したほか、法的な事項については弁護士に

確認のうえ回答しました。 

(2)  森林経営管理制度研修会の開催 

① 令和４年６月24日、津市において令和４年度第１回森林経営管理制度・森林環境譲与税制度研修会

を開催し、49名の市町職員等の参加がありました。林野庁森林集積室長の福田氏から全国の取組状況

について説明を受けた後、津市の取組状況及び経営管理実施権配分計画策定箇所の現地見学を行いま

した。 

② 令和５年２月３日、津市において令和４年度第２回研修会を開催し、49名の参加がありました。県

からは森林整備等の積算例の情報提供、支援センターからは各アドバイザーの活動報告を行った後、

三重大学生物資源学部松村教授が「紀伊半島の森林経営管理に適した施業指針と森林クラウドの活用

について」の講演を行いました。 

(3) みえ森林・林業アカデミーとの連携 

    みえ森林・林業アカデミーでは、県内市町職員を対象とした実践的な研修を行っており、令和４年

８月 24 日、25 日にかけて行われた森林環境譲与税をテーマとする講座に支援センターのアドバイザ

ーも参加し、市町職員をサポートしました。 

 

４．購買・事務受託・賃貸事業 

(1)  治山・林道施設標示板の販売 

林野公共事業（治山事業、林道事業等）の施工に伴う施設標識板の斡旋販売を行いました。 

治山堤名板３件、治山ダム用施工銘板15件、山腹工標識板15件、林道標示板10件 

(2)  書籍等の販売 

当協会で編集した「三重県東海自然歩道ガイドマップ」、「三重の木 ふるさと三重かるた」の販売を

行いました。 

    販売数 ガイドマップ 31冊 

三重かるた  ３個 

（三重かるたは、みえの木製品コンテスト2022において優秀賞を受賞しました。） 

(3)  団体事務の受託 

林業関係の任意団体である三重県林業技術普及協会、三重県水源林造林推進協議会及び三重県林業

団体連絡協議会の事務を受託し、事務全般を当協会において実施しました。 

(4)  賃貸事業 

当協会が所有している事務室の一部を公益社団法人三重県緑化推進協会に賃貸しました。 

 

５．法人管理業務 

(1)  監事会の開催 

令和４年６月29日、監事会を開催し、令和３年度の理事の職務執行に関する監査を受けました。 

(2)  理事会の開催 



① 令和４年６月 29 日、津市で令和４年度第１回理事会を開催し、「令和３年度事業報告書、計算書類

の承認について」、「令和４年度定時総会の招集について」、「令和４年度会費の額について」等を審議

しました。出席理事者数が決議に要する人数に達しなかったため、7 月 8 日付けで書面によるみなし

決議をしました。 

② 令和４年７月27日、津市で総会終了後、臨時理事会を開催し、会長、副会長、専務理事の選定を行

いました。 

③ 令和５年５月 24 日、津市で令和４年度第２回理事会を開催し、「令和５年度事業計画書及び収支予

算書の承認について」等を審議し決議しました。 

(3)  定時総会の開催 

令和４年７月 27日、令和４年度定時総会を開催し、「令和３年度計算書類の承認について」、「令和

４年度会費の額について」、「理事及び監事の選任について」及び「役員の報酬について」を審議し決

議しました。 

(4)  正副会長会議 

令和５年４月 21日、津市で正副会長会議を開催し、「令和５年度事業計画及び予算について」及び

協会の運営等について協議しました。 

 

６．主要行事等活動状況の一覧 

当協会の主要行事、会議、関係団体の会議等の開催、出席などの活動状況は、次表のとおりです。 

 

年 月 日 場 所 会    議    名 

R4.6.9 

6.10 

6.24 

6.24 

6.28 

6.29 

6.29 

7.5 

7.12 

7.15 

7.22 

7.27 

8.2 

8.9 

8.19 

8.19 

8.23 

9.5 

9.6 

9.7 

9.14 

津市 

津市 

津市 

津市 

松阪市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

東京都 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

公益社団法人みえ林業総合支援機構理事会出席 

森林経営管理制度・森林環境譲与税研修会(第1回)開催 

三重県緑化推進協会総会出席 

みえ林業総合支援機構設立総会・理事会出席 

監事会・令和４年度第1回理事会開催 

三重県農林水産部幹部職員と三重県森林協会役員との意見交換会開催 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

三重県水源林造林推進協議会総会・講演会開催 

みえチェンソー技術競技大会実行委員会出席 

みえ森林・林業アカデミー産学官連携協議会理事会・総会出席 

令和４年度定時総会・臨時理事会開催 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

治山・林道工事コンクール審査会開催 

みえチェンソー技術競技大会実行委員会出席 

三重県林業技術普及協会総会・講演会開催 

自由民主党三重県支部連合会へ要望書提出 

みえスマート林業推進協議会ＩＣＴ施業推進部会出席 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

「森林・林業政策提案・要望」県と市町の意見交換会開催 

日本治山治水協会理事会・総会出席 



年 月 日 場 所 会    議    名 

R4.10.1 

10.4 

10.7 

10.12 

10.13-14 

10.24-25 

11.2 

11.16 

 

 

11.24 

11.29 

12.6 

12.16 

R5.1.10 

1.17 

1.18 

1.19 

1.26 

2.3 

2.16 

2.24 

3.6 

3.13 

3.15 

3.16 

4.3 

4.11 

4.15 

4.17 

4.21 

5.8 

5.18 

5.24 

5.24 

多気町 

津市 

津市 

津市 

山梨県 

福井県 

津市 

東京都 

 

 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

東京都 

東京都 

津市 

津市 

津市 

伊勢市 

津市 

松阪市 

松阪市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

津市 

みえチェンソー技術競技大会出席 

「三重の林業」編集委員会出席 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

県当初予算編成等に係る森林・林業政策提案・要望書を県に提出 

全国治山林道協会会長会議出席 

先進地視察研修会開催 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

日本林道協会総会、治山・林道工事コンクール表彰式、「2022治山・林道

のつどい」出席 

林野公共事業の拡充に関する決議書及び要望書を県選出国会議員に提出 

みえチェンソー技術競技大会実行委員会出席 

みえ林業総合支援機構理事会出席 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

みえスマート林業推進協議会ＩＣＴ施業推進部会出席 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

知事との森林トーク開催 

全国治山林道協会長会議、民有林振興会総会・セミナー出席 

日本林業再生における協会活動等に関する研究会出席 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

森林経営管理制度・森林環境譲与税研修会(第２回)開催 

みえ森林・林業アカデミー受講生プロジェクト発表会出席 

みえスマート林業推進協議会森林整備事業スマート化推進部会出席 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

みえ林業総合支援機構理事会及び臨時総会出席 

林業普及活動・研究等成果報告会出席 

みえスマート林業推進協議会出席 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

三重県林業団体連絡協議会幹事会開催 

みえ森林・林業アカデミー棟開所式出席 

森林セミナー開催 

三重県森林協会正副会長会議開催 

みえ森林経営管理支援センターアドバイザー会議開催 

三重県間伐等対策推進協議会出席 

令和４年度第２回理事会開催 

三重県林業団体連絡協議会総会開催 

 



令和４年度決算報告書 

（令和 4年 6月 1日から令和 5年 5月 31日まで） 
 

貸 借 対 照 表 

令和 5年 5月 31日現在 
（単位：円） 

科     目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ資産の部    

 １ 流動資産    

    現金預金 22,731,236 20,162,139 2,569,097 

    貯蔵品 55,594 67,731 △ 12,137 

    未収金 39,710 193,545 △ 153,835 

    前払金 184,091 187,923 △ 3,832 

    立替金 4,800 4,800 0 

   流動資産合計 23,015,431 20,616,138 2,399,293 

 ２ 固定資産    

  (1)特定資産    

    退職給与引当資産 2,468,480 2,202,832 265,648 

   特定資産計 2,468,480 2,202,832 265,648 

  (2)その他固定資産    

    建物 3,240,943 3,393,658 △ 152,715 

    什器備品 2 2 0 

    保証金 8,400 8,400 0 

    拠出金 200,000 200,000 0 

   その他固定資産計 3,449,345 3,602,060 △ 152,715 

   固定資産合計 5,917,825 5,804,892 112,933 

   資産合計 28,933,256 26,421,030 2,512,226 

Ⅱ負債の部    

 １ 流動負債    

    未払金 360,559 593,747 △ 233,188 

    未払消費税等 718,600 1,096,100 △ 377,500 

    未払法人税等 98,200 76,300 21,900 

    前受金 2,021,800 2,066,000 △ 44,200 

    預り金 358,484 366,892 △ 8,408 

    賞与引当金 576,400 549,755 26,645 

   流動負債合計 4,134,043 4,748,794 △ 614,751 

 ２ 固定負債    

    退職給与引当金 2,468,480 2,202,832 265,648 

   固定負債合計 2,468,480 2,202,832 265,648 

   負債合計 6,602,523 6,951,626 △ 349,103 

Ⅲ正味財産の部    

 １ 指定正味財産 0 0 0 

 ２ 一般正味財産 22,330,733 19,469,404 2,861,329 

   （うち特定資産への充当額） (2,468,480) (2,202,832) (265,648) 

   正味財産合計 22,330,733 19,469,404 2,861,329 

負債及び正味財産合計 28,933,256 26,421,030 2,512,226 



正味財産増減計算書 

令和 4年 6月 1日から令和 5年 5月 31日まで 

（単位：円） 

科      目 当年度 前年度 増 減 

Ⅰ一般正味財産増減の部    

 １ 経常増減の部    

  (1) 経常収益    

    特定資産運用益 44 39 5 

     特定資産受取利息 44 39 5 

    受取会費 8,490,000 8,050,000 440,000 

     正会員受取会費 8,460,000 8,020,000 440,000 

     賛助会員受取会費 30,000 30,000 0 

    事業収益 29,001,528 25,045,475 3,956,053 

     購買事業収益 1,603,328 1,295,475 307,853 

     受取賃貸料 1,090,000 1,090,000 0 

     受託事業収益 26,308,200 22,660,000 3,648,200 

    雑収入 50,167 70,151 △ 19,984 

     受取利息 167 151 16 

     雑収益 50,000 70,000 △ 20,000 

    経常収益計 37,541,739 33,165,665 4,376,074 

  (2) 経常費用    

    事業費 31,753,367 28,755,848 2,997,519 

     役員報酬 3,024,000 3,024,000 0 

     給料手当 16,071,669 14,224,202 1,847,467 

     退職給付費用 207,205 166,695 40,510 

     賞与引当金繰入額 449,592 428,809 20,783 

     福利厚生費 2,900,257 2,727,446 172,811 

     会議費 163,910 10,917 152,993 

     旅費交通費 1,793,489 1,385,533 407,956 

     通信運搬費 583,271 561,198 22,073 

     減価償却費 148,592 386,373 △ 237,781 

     消耗什器備品費 0 93,819 △ 93,819 

     消耗品費 253,320 206,903 46,417 

     修繕費 21,450 65,957 △ 44,507 

     印刷製本費 473,373 567,136 △ 93,763 

     図書購読費 115,249 109,111 6,138 

     広告宣伝費 89,000 89,000 0 

     光熱水料費 211,834 139,782 72,052 

     賃借料 744,871 708,581 36,290 

     地代家賃 187,968 187,968 0 

     保険料 0 0 0 

     諸謝金 30,402 0 30,402 

     租税公課 1,287,263 1,114,450 172,813 

     支払負担金 1,407,959 1,291,000 116,959 

     支払寄付金 50,000 50,000 0 

     売上原価 1,373,790 1,135,365 238,425 

     交際費 45,883 2,713 43,170 

     雑費 119,020 78,890 40,130 



 

科      目 当年度 前年度 増 減 

    管理費 2,828,843 2,889,442 △ 60,599 

     役員報酬 336,000 336,000 0 

     給料手当 788,793 771,597 17,196 

     退職給付費用 58,443 47,017 11,426 

     賞与引当金繰入額 126,808 120,946 5,862 

     福利厚生費 228,847 288,058 △ 59,211 

     会議費 0 5,280 △ 5,280 

     旅費交通費 54,895 49,738 5,157 

     通信運搬費 76,753 56,417 20,336 

     減価償却費 4,123 4,318 △ 195 

     消耗什器備品費 32,670 11,730 20,940 

     消耗品費 30,323 17,739 12,584 

     修繕費 0 1,693 △ 1,693 

     印刷製本費 33,057 41,827 △ 8,770 

     図書購読費 0 0 0 

     光熱水料費 5,567 3,878 1,689 

     賃借料 43,227 132,210 △ 88,983 

     地代家賃 23,232 23,232 0 

     諸謝金 232,092 232,092 0 

     租税公課 10,943 3,755 7,188 

     支払負担金 717,682 696,844 20,838 

     交際費 0 16,500 △ 1,6500 

     雑費 25,388 28,571 △ 3,183 

    経常費用計 34,582,210 31,645,290 2,936,920 

    当期経常増減額 2,959,529 1,520,375 1,439,154 

 ２ 経常外増減の部    

  (1) 経常外収益    

    経常外収益計 0 0 0 

  (2) 経常外費用    

    経常外費用計 0 0 0 

    当期経常外増減額 0 0 0 

    税引前当期一般正味財産増減額 2,959,529 1,520,375 1,439,154 

    法人税、住民税及び事業税 98,200 76,300 21,900 

    当期一般正味財産増減額 2,861,329 1,444,075 1,417,254 

    一般正味財産期首残高 19,469,404 18,025,329 1,444,075 

    一般正味財産期末残高 22,330,733 19,469,404 2,861,329 

Ⅱ指定正味財産増減の部    

    当期指定正味財産増減額 0 0 0 

    指定正味財産期首残高 0 0 0 

    指定正味財産期末残高 0 0 0 

Ⅲ正味財産期末残高 22,330,733 19,469,404 2,861,329 

 



 

財務諸表に対する注記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

    該当なし 

２．重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

①建物 

  旧定率法によっている。 

②什器備品 

  平成 19年 3月 31日以前に取得したものについては旧定率法、平成 19年 4月 1日以後に取得し

たものについては定率法によっている。 

③少額減価償却資産（30万円未満） 

少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例により、その取得価額を一括して償却している。 

（２）引当金の計上基準 

①賞与引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

②退職給与引当金 

職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。 

（３）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

３．会計方針の変更 

    該当なし 

４．特定資産の増減額及びその残額 

特定資産の増減額及びその残額は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産 

退職給与引当資産 

 

2,202,832 

 

  265,648 

 

0 

 

2,468,480 

合    計 2,202,832  265,648 0 2,468,480 

５．特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 当期末残高 
(うち指定正味財
産からの充当額) 

(うち一般正味財
産からの充当額) 

(うち負債に 

対応する額) 

特定資産 

退職給与引当資産 

 

2,468,480 

 

(0) 

 

(0) 

 

(2,468,480) 

合    計 2,468,480 (0) (0) (2,468,480) 

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建 物 17,308,800 14,067,857 3,240,943 

什 器 備 品 821,625 821,623 2 

合    計 18,130,425 14,889,480 3,240,945 

 



附 属 明 細 書 

１．重要な固定資産の明細 

（単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額 

特定資産  

退職給与引当資産 

 

2,202,832 

 

265,648 

 

0 

 

2,468,480 

特定資産計 2,202,832 265,648 0 2,468,480 

２．引当金の明細 

（単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 549,755 576,400 549,755 0 576,400 

退職給与引当金 2,202,832 265,648 0 0 2,468,480 

財 産 目 録 

令和 5年 5月 31日現在 
（単位：円） 

貸借対照表科目 金  額 摘      要 

（流動資産）    

 現金 45,968 手元保管 

 預金 22,606,474 普通預金 百五銀行県庁支店 

  78,794 郵便振替口座 ゆうちょ銀行 

 貯蔵品 55,594 東海自然歩道ガイドマップ在庫 

 未収金 39,710 林道施設標識板販売代金 4件 

 
前払金 

 

184,091 駐車場賃貸料 ㈱ミニテック 

みえ森林経営管理支援センター駐在事務所建物使用料 三重県 

 立替金 4,800 勤労者サービスセンター会費 

流動資産合計 23,015,431  

（固定資産）    

特定資産 退職給与引当資産 2,468,480 定期預金 百五銀行県庁支店 

その他固定資産 建物 3,240,943 津市桜橋1丁目104番地 三重県林業会館 2階 

34.634㎡（S54.10取得）、69.26㎡（S62.9取得） 

什器備品 1 天井カセットエアコン（H18.11取得） 

 1 壁掛けエアコン（H23.8取得） 

保証金 8,400 駐車場賃貸保証金 ㈱ミニテック 

拠出金 200,000 みえ林業総合支援機構 

固定資産合計 5,917,825  

資産合計 28,933,256  

（流動負債）    

 
未払金 360,559 嘱託職員給料・諸手当、社会保険料、電話等通信料、 

各種送料、消耗品代、給与振込手数料 

 未払消費税等 718,600 当期に発生した消費税 

 未払法人税等 98,200 法人県民税、法人市民税 

 前受金 2,021,800 市町森林経営管理支援業務受託料 

 預り金 358,484 社会保険料個人負担分、源泉所得税、事務受託団体送料 

 賞与引当金 576,400 職員賞与の引当金 

流動負債合計 4,134,043  

（固定負債）    

 退職給与引当金 2,468,480 職員退職給付金の引当金 

固定負債合計 2,468,480  

負債合計 6,602,523  



 

監 査 報 告 書 

令和 5年 7月 4日 

 

一般社団法人三重県森林協会 

会 長 河 上  敢 二  様 

 

一般社団法人三重県森林協会 

監 事   日 沖    靖  ㊞ 

監 事   大 森  正 信 ㊞ 

監 事   森   秀 美 ㊞ 

 

 私たち監事は、令和 4年 6月 1日から令和 5年 5月 31日までの事業年度の理事の職務の執

行を監査いたしました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。 

１ 監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努

めるとともに、理事会に出席し、理事及び使用人等からその職務の施行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調

査いたしました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、正味財産増減計算書、財務諸表に対する注記及びこれらの付属明細書）につい

て検討いたしました。 

２ 監査意見 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。 

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

(2) 計算関係書類の監査報告 

計算関係書類は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に示し

ているものと認めます。 

 


